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軽減税率の導入を懸念するアカデミア有志による声明 

 2017 年 4 月の消費税率引き上げに合わせて食料品全般を対象とした軽減税率制

度の導入を含む税制改正が与党において合意された。 

 軽減税率制度は、欧州等の先行実施している諸国の実情を実証分析しても、所得

再分配効果を期待できない（低所得者対策にならない）、その実施に際しては多大な

社会的コストを伴い国民生活の混乱を招きかねない、軽減税率の商品別採択を巡っ

て利権政治が横行しがちである等の問題がある。したがって、我々は、社会保障・税

一体改革の原点に立ち、軽減税率制度の導入には反対の態度を貫いてきた。 

 軽減税率制度の導入は国民生活や経済等に直結する政策決定であり、かりに、社

会的合意を経て制度導入をする場合にも、欧州型インボイスを採用し、いわゆる益税

や不正の防止徹底等、消費税をはじめとする税制への信頼を確保していくことが不

可欠である。こうした十分な準備を整えることなく、現状の内容や課税方式によって導

入されることがあっては、将来に禍根を遺す税制の改悪になりかねないと我々は大い

に懸念している。 

 政策関係者はもちろんのこと、広く国民全体で、この制度に内在する、メリットをはる

かに超えたデメリットを議論し、あるべき社会的な合意形成を図っていかねばならな

い。我々は、まずは、アカデミア（経済学者、法学者、政治学者、シンクタンカー等）を

対象に本声明を行うこととした。 
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本件にご賛同いただけるアカデミアの皆さまにおいては、その旨、事務局（亀井 メー

ルアドレス：kamei(at)tkfd.or.jp、at 部分は@に変更して送信ください）までご連絡くださ

い（お名前、ご所属を記入の上）。しかるべきタイミングで賛同者のお名前を社会に共

有します。 
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